
第59回岡山県人権政策審議会（事前質問）

資料No.1　行政説明

　
項目
番号

頁 質　　問 担当課 回　　答

① 6 14
　岡山市が養育費履行確保の支援の取組を
はじめているようですが、岡山県内で同様
の取組や他の取組はありますか。

子ども家庭課

　養育費に関する支援の取組として、公正証書等作成経費の補助については、岡山市以外に倉敷市など６市、養育費保
証契約を締結する際の保証料の補助については、岡山市以外に笠岡市や高梁市が取り組んでいます。
　その他、養育費に関する弁護士相談の実施や弁護士を通じて養育費請求等を行った際の費用の補助、養育費セミナー
の開催などに取り組んでいる市があります。
　また、県においても養育費に関する公正証書作成経費やＡＤＲ利用に要する費用の補助、ひとり親家庭支援センター
における弁護士相談、市町村の窓口職員をはじめ、ひとり親支援に取り組んでいる民間団体の相談員等を広く対象とし
た専門家（弁護士等）の講師による研修会の開催などを実施することとしています。

＜参考＞
〇岡山市の取組
　① 養育費・面会交流相談 ②養育費確保支援事業 （公正証書作成費補助、養育費保証契約保証料補助）
　③ひとり親家庭等相談事業　④ ①+②のチラシを、戸籍窓口と連携して配布している。
○公正証書等作成費用補助
　岡山市、倉敷市、津山市、笠岡市、高梁市、新見市、備前市
○養育費保証促進に関する補助
　（保証会社と養育費保証契約を締結した際の保証料の一部を補助するもの）
　岡山市、笠岡市、高梁市
○弁護士による養育費請求等に関する補助
　津山市、高梁市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（いずれも令和６年６月1日時点）

② 7 15
　岡山県内の子ども食堂の数や分布はどの
ようになっていますか。

子ども家庭課

　子ども食堂については明確な定義がなく、様々な形態で運営されており、県内の子ども食堂の数について県で把握で
きておりませんが、ＮＰＯ法人「全国こども食堂支援センター・むすびえ」の調査（令和６年９月調べ）によると109か
所となっています。
　また、同調査によると県内への充足率（子ども食堂のある小学校区の割合）は20.54％であり、子ども食堂の数は年々
増加しているものの、地域によって偏りがある状況となっています。
　このため、県では、子どもの居場所の立ち上げに要する経費を補助するとともに、おかやま子ども支援ネットワーク
事業等により、子どもの居場所を運営する民間団体の運営体力、対応力の向上や地域間の偏在の解消に取り組んでいく
こととしています。

③ 14 25
　ハンセン病元患者のご家族の被害に関す
る取組はどのような状況でしょうか。

疾病感染症
対策課

　元患者家族に関する直接的な取組は国が実施しているところでありますが、県ではこれまでも、元患者家族も含めた
形でハンセン病問題対策の全体の取組の中で普及啓発事業に取り組んでいるところです。
　また、昨年度実施した、人権問題に関する県民意識調査では、本審議会の意見を踏まえ、元患者家族等に対する認識
についての選択肢を設け調査を実施し、その結果から、さらなる啓発の必要性を認識したところであります。
今後とも、ハンセン病を取り巻く問題について正しく理解が進むよう、普及啓発に努めてまいりたいと存じます。

＜参考＞人権問題に関する県民意識調査
【問】
　あなたは、ハンセン病問題に関する事柄で、どのような人権問題が起きていたか（いるか）知っていますか。
【答】
　肉親に患者や回復者がいることを隠して生活せざるを得ないこと　42.6%
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参考2　第６次岡山県人権政策推進指針（素案）

　
課題
別項
目

頁 質　　問 担当課 回　　答

① 4 36

　工賃にするなら、「就労継続支援事業所
における工賃向上計画」にした方がいいと
思います。
　一般就労を工賃とは言わないが、文脈か
らすると、一般就労の話の中の事業所の工
賃向上となっているため、違和感がありま
す。

障害福祉課

　次のとおり修正します。
＜修正前＞
　「また、職業訓練や各種就業支援により雇用の促進を図るとともに、障害者就業・生活支援センターの運営や所得向
上計画の推進により、地域で自立して生活できるよう支援します。」

＜修正後＞
　「また、職業訓練や各種就業支援により雇用の促進を図るとともに、障害者就業・生活支援センターを核に、就業面
及び生活面の一体的な支援を行い、地域で自立して生活できるよう支援します。」

（理由）
　第５次指針にある「所得向上計画」という表現は固有名詞であり、令和６年度から「工賃向上計画」に名称変更と
なったことから、見直し案ではそのまま置き換えました。
　しかし、委員ご指摘のように、文脈が一般就労に関することなので、そもそも福祉的就労を支援する「所得向上計画
（工賃向上計画）」というワードが入っていること自体、違和感があるため、該当部分を削除するとともに、表現を整
えます。
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